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第３章 生産性革命 

３．Society5.0 の社会実装と破壊的イノベーションによる生産性革命 

（５）成長分野への人材移動と多様で柔軟なワークスタイルの促進  

②多様で柔軟なワークスタイルの促進 

- テレワークについて、長時間労働の防止や適切なセキュリティ対策を図りつつ、そ

の普及を図るため、本年度中にガイドラインを改定し、周知を図るとともに、テレ

ワークによる生産性向上の効果について実証的に分析し、その結果をもとに、経営

層の意識改革を図る。 

 

- 労働者が一つの企業に依存することなく主体的に自身のキャリアを形成すること

を支援する観点から、副業・兼業を促進する。このため、モデル就業規則の改定や

ガイドラインの策定を本年度内に行うとともに、働き方の変化等を踏まえた実効性

のある労働時間管理の在り方や労災補償の在り方等について、労働者の健康確保に

留意しつつ、労働政策審議会等において検討を進める。 

 


